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１．平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1）経営成績 （百万円未満切り捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 18,419 (5.0) 175 (－) 440 (81.3)

17年３月期 17,540 (△1.0) △69 (－) 243 (△58.9)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本

 当期純利益率
総資本

経常利益率
売上高

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 236 (714.9) 38 65 －  1.9 2.2 2.4

17年３月期 28 (△90.0) 4 04 －  0.2 1.4 1.4

（注）①期中平均株式数 18年３月期          5,931,858株 17年３月期 5,931,877株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況 （百万円未満切り捨て）

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 10 00 0 00 10 00 59 25.9 0.4

17年３月期 10 00 0 00 10 00 59 247.5 0.5

(3）財政状態 （百万円未満切り捨て）

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 22,528 13,346 59.2 2,249 95

17年３月期 16,817 11,139 66.2 1,877 89

（注）①期末発行済株式数 18年３月期          5,931,797株 17年３月期 5,931,877株

②期末自己株式数 18年３月期       63,203株 17年３月期 63,123株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 9,100 200 100 0 00 ― ―

通  期 19,300 550 260 ― 10 00 10 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　43円83銭

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 229,629 150,123  

２．受取手形 259,740 224,722  

３．売掛金 2,545,879 2,557,518  

４．製品 69,755 51,303  

５．原材料 171,614 155,617  

６．仕掛品 124,321 104,490  

７．貯蔵品 20,310 19,129  

８．前払費用 58,613 52,783  

９．繰延税金資産 204,388 233,760  

10．その他 139,017 273,615  

11．貸倒引当金 △8,833 △16,730  

流動資産合計 3,814,436 22.7 3,806,334 16.9 △8,102
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定資産  

(1）有形固定資産  

１．建物 ※３ 7,280,434 8,846,727  

減価償却累計額 4,448,600 2,831,833 4,669,946 4,176,781  

２．構築物 ※３ 589,248 796,309  

減価償却累計額 467,216 122,031 495,772 300,537  

３．機械及び装置
※３
 

6,107,454 6,460,166  

減価償却累計額 5,121,851 985,602 5,168,624 1,291,542  

４．車輌及び運搬具 ※３ 170,715 166,244  

減価償却累計額 149,003 21,712 137,687 28,556  

５．工具、器具及び備
品

※３ 286,947 299,975  

減価償却累計額 236,037 50,910 249,963 50,011  

６．土地 713,530 713,530  

７．建設仮勘定 8,716 439,151  

有形固定資産合計 4,734,337 28.1 7,000,111 31.1 2,265,774

(2）無形固定資産  

１．商標権 2,500 2,200  

２．ソフトェア 1,260 972  

３．その他 10,805 10,668  

無形固定資産合計 14,565 0.1 13,840 0.0 △725

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券 7,328,105 10,834,211  

２．関係会社株式 714,878 714,878  

３．出資金 26,630 26,630  

４．従業員に対する長
期貸付金

12,790 13,160  

５．更生債権等 6,610 6,610  

６．長期前払費用 7,494 5,729  

７．保証金 102,781 59,229  

８．その他 70,549 57,076  

９．貸倒引当金 △15,910 △9,450  

投資その他の資産合
計

8,253,930 49.1 11,708,076 52.0 3,454,145

固定資産合計 13,002,833 77.3 18,722,028 83.1 5,719,194

資産合計 16,817,270 100.0 22,528,362 100.0 5,711,091
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 653,538 530,019  

２．短期借入金 1,100,000 800,000  

３．１年以内返済予定の
長期借入金　　　　

－ 552,000  

４．未払金 430,875 478,818  

５．未払費用 356,895 390,549  

６．未払法人税等 39,390 250,015  

７．未払消費税等 6,129 －  

８．預り金 23,328 29,523  

９．前受収益 1,408 1,081  

10．賞与引当金 314,948 328,917  

11．その他 216 246  

流動負債合計 2,926,730 17.4 3,361,172 14.9 434,441

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金 － 1,672,000  

２．退職給付引当金 927,198 990,507  

３．役員退職慰労引当金 80,035 83,327  

４．繰延税金負債 1,743,902 3,075,119  

固定負債合計 2,751,136 16.4 5,820,954 25.9 3,069,818

負債合計 5,677,867 33.8 9,182,126 40.8 3,504,259
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※１ 1,634,750 9.7 1,634,750 7.3 －

Ⅱ　資本剰余金  

１．資本準備金 1,859,250 1,859,250  

資本剰余金合計 1,859,250 11.0 1,859,250 8.2 －

Ⅲ　利益剰余金  

１．利益準備金 101,437 101,437 －

２．任意積立金  

(1）別途積立金 3,765,000 4,235,000  

３．当期未処分利益 601,848 303,602  

利益剰余金合計 4,468,286 26.6 4,640,040 20.6 171,754

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

3,234,495 19.2 5,269,694 23.4 2,035,199

Ⅴ　自己株式 ※２ △57,378 △0.3 △57,499 △0.3 △121

資本合計 11,139,403 66.2 13,346,235 59.2 2,206,832

負債・資本合計 16,817,270 100.0 22,528,362 100.0 5,711,091
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 17,540,766 100.0 18,419,717 100.0 878,951

Ⅱ　売上原価  

１．製品期首たな卸高 69,230 69,755  

２．当期商品仕入高 152,472 20,845  

３．当期製品製造原価 12,263,684 12,847,787  

合計 12,485,386 12,938,388  

４．他勘定振替高 ※１ 120,153 81,186  

５．製品期末たな卸高 69,755 12,295,477 70.1 51,303 12,805,898 69.5 510,420

売上総利益 5,245,289 29.9 5,613,819 30.5 368,530

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  

１．販売費 4,531,677 4,650,013  

２．一般管理費 ※６ 782,707 5,314,385 30.3 788,110 5,438,124 29.5 123,738

営業利益又は営業損失
（△）

△69,096 △0.4 175,695 1.0 244,791

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 171 202  

２．受取交付金 22,685 12,045  

３．受取配当金 266,740 224,379  

４．有価証券売却益 1,326 1,726  

５．その他の営業外収益 38,930 329,854 1.9 54,823 293,177 1.6 △36,677

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 5,581 12,781  

２. 貸倒引当金繰入額 － 2,840  

３．その他の営業外費用 12,095 17,676 0.1 12,625 28,247 0.2  

経常利益 243,082 1.4 440,625 2.4 197,543
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅵ　特別利益  

１．固定資産売却益 ※３ 8 251  

２．投資有価証券売却益 53,972 64,363  

３. 貸倒引当金戻入益 － 53,980 0.3 9,300 73,914 0.4 19,934

Ⅶ　特別損失  

１．前期損益修正損 － 2,912  

２．固定資産売却損 ※４ 377 227  

３．固定資産除却損 ※５ 53,227 21,384  

４．投資有価証券評価損 3,413 －  

５．投資有価証券消却損 － 1  

６．ゴルフ会員権評価損 － 36,247  

７．新潟県中越地震災害損
失金

116,094 173,111 1.0 － 60,773 0.3 △112,338

税引前当期純利益 123,950 0.7 453,766 2.5 329,815

法人税、住民税及び事
業税

132,649 297,601  

法人税等調整額 △37,666 94,982 0.5 △79,907 217,693 1.2 122,711

当期純利益 28,968 0.2 236,072 1.3 207,104

前期繰越利益 572,880 67,529 △505,350

当期未処分利益 601,848 303,602 △298,245
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製造原価明細書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　原材料費 6,395,524 52.1 6,469,611 50.4 74,087

Ⅱ　労務費 3,704,661 30.2 3,733,728 29.1 29,066

Ⅲ　経費 ※１ 2,164,408 17.7 2,624,616 20.5 460,207

当期総製造費用 12,264,594 100.0 12,827,957 100.0 563,362

期首仕掛品たな卸高 123,410 124,321  

合計 12,388,005 12,952,278  

期末仕掛品たな卸高 124,321 104,490  

当期製品製造原価 12,263,684 12,847,787  

 

前事業年度
（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（注） （注）

※１．経費の内訳 ※１．経費の内訳

減価償却費 439,205千円

燃料費 404,927

電力費 236,343

消耗器具備品費 248,321

修繕費 72,008

その他の経費 763,603

計 2,164,408

減価償却費 506,555千円

燃料費 596,797

電力費 233,677

消耗器具備品費 277,035

修繕費 79,393

その他の経費 931,156

計 2,624,616

　２．当社の原価計算は標準原価に基づく総合原価計算を

採用し、原価差額は期末に、売上原価、たな卸資産及

び販売費（見本品費）に配賦しております。

　２．　　　　　　　　 同左
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(3）利益処分案

前事業年度
（株主総会承認日
平成17年６月28日）

当事業年度
（株主総会承認日
平成18年６月28日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減
(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 601,848 303,602 △298,245

Ⅱ　利益処分額

１．配当金 59,318 59,317

２．役員賞与金 5,000 6,800

(うち監査役賞与金) (1,000) (1,300)

３．別途積立金 470,000 534,318 200,000 266,117 △268,200

Ⅲ　次期繰越利益 67,529 37,484 △30,045
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）売買目的有価証券

　時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採

用しております。

(1）売買目的有価証券

同左

(2）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）子会社株式及び関連会社株式

同左

(3）その他有価証券

時価のあるもの

(3）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品、原材料、仕掛品、貯蔵品のうち燃料……総平

均法に基づく原価法

(1）製品、原材料、仕掛品、貯蔵品のうち燃料

同左

(2）貯蔵品のうち燃料以外のもの……最終仕入原価法に

基づく原価法

(2）貯蔵品のうち燃料以外のもの

同左

３．固定資産の減価償却の方法 ３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

同左

建物　　　　　　　　３～50年

機械装置　　　　　　　　９年

(2）無形固定資産……定額法 (2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金………債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金………従業員に対して翌期に支給する賞

与のうち当期に負担すべき支給見

込額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）退職給付引当金

　　　　　　　　　　　従業員の

退職給付に備えるため、当期末に

おける退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しておりま

す。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしております。

(3）退職給付引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程（内

規）に基づく期末要支給額を計上

しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５．リース取引の処理方法

同左

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

　よっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 ────── 固定資産の減損に係る会計基準

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号　平成15年10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 
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追加情報

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示方法

　実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２月13日））が公表され

たことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本割23,693千円を販売費及

び一般管理費として処理しております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 18,000,000株

発行済株式総数 普通株式 5,995,000株

授権株式数 普通株式 18,000,000株

発行済株式総数 普通株式 5,995,000株

※２．自己株式 ※２．自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式63,123株

であります。

当社が保有する自己株式の数は、普通株式63,203株

であります。

※３．圧縮記帳額

国庫補助金の受入れにより、下記の圧縮記帳額を当

該資産の取得価額から控除しております。

建物 69,013千円

構築物 6,357

機械及び装置 49,292

車輌及び運搬具 9,734

工具、器具及び備品 1,142

計 135,540

※３．圧縮記帳額

国庫補助金の受入れにより、下記の圧縮記帳額を当

該資産の取得価額から控除しております。

建物 69,013千円

構築物 6,357

機械及び装置 267,002

車輌及び運搬具 9,734

工具、器具及び備品 1,142

計 353,250

　４．配当制限 　４．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は3,234,495

千円であります。

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は5,269,694

千円であります。

  ５．保証債務

次の関連会社について、金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

旺旺・ジャパン株式会

社

80,000千円

計 80,000千円

  ５．保証債務

次の関連会社について、金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

旺旺・ジャパン株式会

社

130,000千円

計 130,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．他勘定振替高 　見本等の自家消費による払出高

であります。

※１．他勘定振替高 　見本等の自家消費による払出高

であります。

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

(1）販売費

販売促進費 1,666,808千円

発送配達費 1,188,066

給料及び手当 692,973

賞与引当金繰入額 70,455

退職給付費用 37,017

減価償却費 4,467

(1）販売費

販売促進費 1,765,858千円

発送配達費 1,205,883

給料及び手当 694,042

賞与引当金繰入額 69,920

退職給付費用 35,146

減価償却費 4,239

(2）一般管理費

賞与引当金繰入額 20,036千円

退職給付費用 10,969

減価償却費 23,019

役員退職慰労引当金繰入

額

9,700

(2）一般管理費

賞与引当金繰入額 21,098千円

退職給付費用 10,392

減価償却費 23,045

役員退職慰労引当金繰入

額

8,800

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 8千円

計 8

機械及び装置 251千円

計 251

※４．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

車輌及び運搬具 57千円

土地 319

計 377

車輌及び運搬具 198千円

その他 28

計 227

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 43,198千円

構築物 133

機械及び装置 9,298

車輌及び運搬具 542

工具、器具及び備品 54

計 53,227

建物 6,896千円

構築物 1,394

機械及び装置 12,996

工具、器具及び備品 97

計 21,384

※６．研究開発費は、187,452千円で全額一般管理費に含

まれております。

※６．研究開発費は、204,718千円で全額一般管理費に含

まれております。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車輌及び運搬
具

151,220 79,424 71,796

工具、器具及
び備品

190,011 160,867 29,144

合計 341,232 240,291 100,940

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車輌及び運搬
具

139,687 78,760 60,926

工具、器具及
び備品

161,160 89,311 71,848

合計 300,847 168,072 132,775

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 40,920千円

１年超 60,019千円

合計 100,940千円

１年内 44,534千円

１年超 88,240千円

合計 132,775千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 65,960千円

減価償却費相当額 65,960千円

支払リース料 75,998千円

減価償却費相当額 75,998千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　定額法によっております。

同左

②　有価証券

　前事業年度（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日）及び当事業年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

貸倒引当金 5,053千円

未払費用 63,106千円

未払事業税 1,037千円

賞与引当金 127,365千円

退職給付引当金 361,712千円

役員退職慰労引当金 32,366千円

投資有価証券減損処理 30,149千円

その他 35,850千円

繰延税金資産計 656,640千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,196,154千円

繰延税金負債計 △2,196,154千円

繰延税金負債の純額 △1,539,514千円

貸倒引当金 8,253千円

未払費用 69,001千円

未払事業税 15,352千円

賞与引当金 133,014千円

退職給付引当金 400,561千円

役員退職慰労引当金 33,697千円

投資有価証券減損処理 30,149千円

その他 46,518千円

繰延税金資産計 736,548千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,577,907千円

繰延税金負債計 △3,577,907千円

繰延税金負債の純額 △2,841,358千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.44％

（調整）

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

15.84％

住民税均等割等 8.41％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目

△1.81％

税率変更による期末繰延税金

資産の減額修正

17.03％

その他 △3.28％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率

76.63％

法定実効税率 40.44％

（調整）

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目

4.50％

住民税均等割等 2.11％

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目

△0.41％

その他 1.33％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率

47.97％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,877円89銭

１株当たり当期純利益金額 4円04銭

１株当たり純資産額    2,249円95銭

１株当たり当期純利益金額 38円65銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当期純利益（千円） 28,968 236,072

普通株主に帰属しない金額（千円） 5,000 6,800

（うち利益処分による役員賞与金） (5,000) (6,800)

普通株式に係る当期純利益（千円） 23,968 229,272

期中平均株式数（株） 5,931,877 5,931,858

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

７．役員の異動
　　役員の異動につきましては、平成18年４月７日に開示済みであります。
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